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本日、ここに、平成２４年第３回羽咋市議会定例会が開かれ

るにあたり、提出議案の大要と当面する諸課題への取り組みにつ

いて、ご説明申し上げます。

はじめに、防災対策について申し上げます。

昨年３月１１日に発生しました東日本大震災を教訓として、

地域の総合的な防災力の強化を図るため「羽咋市地域防災計画」

の見直しを進めているところであります。

見直しにあたっては、国や石川県の防災計画との整合性を図

りながら、地震、津波対策を充実し、新たに原子力防災編を策定

することといたしております。

津波ハザードマップについては、４月１０日に公表された石

川県津波浸水想定図を踏まえ、関係地区の説明会や地域住民の参

加によるワークショップなどにより市民のご意見をお聞きしてま

いります。

この上で、具体的な避難場所や避難経路を検討し、地域の実

情に合った「津波ハザードマップ」を作成し、今年中に全戸へ配

布する予定であります。

また、来る６月９日に石川県が主催する「平成２４年度石川

県原子力防災訓練」に本市が初めて参加をいたします。

原子力防災訓練の内容は、災害対策本部設置をはじめ、広報、

避難およびモニタリングなどの各訓練が実施されます。
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今回の避難訓練では、７町会から、およそ７０名の市民の皆

様にご参加をいただき、本市の避難先である金沢市までバスで移

動し、避難側と受入側双方の訓練が実施されます。

防災行政無線の整備については、市内の未設置地区や学校、

公民館、病院等の指定避難場所に屋外拡声子局１１基と、移動系

端末装置１８基の設置を平成２４年１０月末の完成を目途に進め

ているところであります。

また、災害用備蓄品については、非常食や防災毛布等を購入

し、市内の避難場所に分散備蓄を行う予定であります。

今後も市民の皆様とともに、地域の防災力の強化や防災意識

の向上を図るため、自主防災組織の設立支援、防災士の育成およ

び各種防災訓練の実施などに努めてまいります。

ＰＦＵ株式会社の訴訟について、であります。

本件については、平成２４年２月７日に第一審で勝訴の判決

を受けております。

これを不服として、ＰＦＵ株式会社側が東京高等裁判所に控

訴したことにより、今後は、控訴審で争われることになり、６月

１３日に第１回口頭弁論が開かれる予定であります。

今後も引き続き、裁判の経緯についてご報告してまいります。

　次に、羽咋中学校整備事業の進捗状況について、であります。
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現在、校舎棟と体育館にかかる実施設計を進めておりますが、

校舎棟の実施設計を優先し、今年度の工事着手に向けて進めてま

いります。

　学校施設環境改善交付金の内定につきましては、６月以降にな

る見込みでありますが、先月までに一時使用となる仮校舎棟をは

じめ、その他必要な準備工事の発注を終えております。

今後、交付金の内定がありしだい、既存管理棟と体育館の解

体工事を実施してまいります。

なお、校舎棟の建設につきましては、工事請負契約を出来る

限り早く締結し、遅くとも平成２５年１２月頃の完成を目指して、

万全を期してまいります。

　次に、学校給食におけるパン食の取り扱いについて、でありま

す。

学校給食の主食につきましては、米食が中心となっておりま

すが、毎週水曜日はパン食となっております。

パンの種類については、５週から６週の割合で替えており、

５月３０日には「はくい農業協同組合」の玄米粉パンを使用いた

しました。

地産地消の観点に立って、今後、学期ごとに１回程度の使用

を検討してまいります。

　次に、羽咋市商工会が実施する地域商品券発行事業について、
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であります。

緊急経済対策の一環として、市が支援する市商工会の地域商

品券につきましては、来る６月１１日に同商工会にて発売予定で

あります。

発行額は、プレミアム付き商品券２，０００万円を含む、総

額４，５００万円で、取り扱い店につきましては、本市の商工会

会員で取り扱いを希望する店舗や事業所において、使用が可能で

あります。

なお、本市が今年度新規事業で取り組む「あんしん住まいリ

フォーム助成事業」では、助成金のうち最大で１０万円分を、ま

た「住まいづくり奨励金事業」では、最大で２０万円分を商品券

で助成し、消費の拡大と地域経済の活性化に取り組んでまいりま

す。

次に、交流人口の拡大事業について、であります。

昨年７月１日からＪＲ七尾線で運行しておりますラッピング

列車につきましては、今年度も継続して運行いたします。

列車の外装デザインは、引き続き、これまでのものを使用い

たしますが、内装においては、各種イベント案内や観光資源の広

告を強化してまいります。

北陸新幹線金沢開業にともなう効果促進事業については、５

月１１日、石川県で設立いたしました「新幹線開業ＰＲ戦略実行

委員会」の取り組みに参画し、県内市町と一体的なＰＲ戦略を展
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開してまいります。

なお、石川県が運行する穴水駅までの臨時列車の実証実験で

は、引き続き石川県、志賀町と協力して広域観光のモデルプラン

事業を進めてまいります。

また、道の駅等観光交流施設につきましては、昨年の可能性

調査の結果を基に、能登有料道路千里浜インター周辺と邑知の郷

公園周辺の２カ所を候補地に選定しており、民間パートナーとの

協力を前提として、今後の計画を進めてまいります。

次に、企業誘致について、であります。

　去る３月１３日に、「株式会社ＮＴＮ羽咋製作所」が、工場の

増設計画を表明いたしました。

４月２０日に起工式を行い、１０月からの稼動を目指して工

事が進められており、新規雇用者で１０名程度が見込まれており

ます。

また、去る４月６日には「創和テキスタイル株式会社」が、

進出計画の表明をいたしました。

酒井町に短繊維工場を増設するとともに、旧北国繊維工業跡

地には、今後、大きな成長が期待される、炭素繊維織物工場が移

転操業いたします。

移転従業員と新規雇用者で７５名程度の雇用が見込まれてお

り、定住人口の増加に大きな期待を持っているところであります。

なお、１０月から順次生産を開始し、来年３月には移転なら
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びに増設工事が完了し、本格操業する予定であります。

次に、水防対策について、であります。

　近年、頻発しているゲリラ豪雨を教訓に、水防計画の見直しを

行いました。

水防上重要な各河川の水門や樋門の開閉が迅速に対応できる

ように、その位置を明記した水防計画書を作成いたしました。

水防計画書については、５月３０日に開催いたしました羽咋

市水防会議において、ご承認をいただいたところであり、引き続

き関係機関のご協力をいただきながら、水防対策に万全を期して

まいります。

　次に、羽咋市定住促進基本計画について、申し上げます。

羽咋市定住促進基本計画につきましては、急速に進む人口減

少に対応するため、定住促進を本市の重要課題として位置づけ、

諸施策の推進に取り組んでまいります。

定住促進には、第一に「働く場の確保」が極めて重要であり、

地域産業の振興や企業誘致を重点に、地元雇用の奨励や就労支援

をとおして、活力ある羽咋の実現を目指してまいります。

定住促進の第二の取り組みといたしましては、住まいづくり

を支援し、誰もが住みやすい環境づくりに努めてまいります。

具体的には、「住宅取得への助成」や「住宅リフォームへの

助成」をはじめ、「市有地などを活用した低廉な宅地造成」など、
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住宅環境の整備と地域経済の活性化を図ってまいります。

また、定住促進に向けた第三の取り組みとして、安全で安心  

できるまちづくりが重要であると考え、一生涯暮らしやすい生活

環境の向上に努めてまいります。

具体的には、「医療費助成の拡充」や「羽咋病院の改築」を

はじめ「介護保険施設の充実」、「学校施設整備の促進」、「防

災無線の整備」などを進めてまいります。

これらの施策を計画的かつ一体的に取り組むことにより、定

住の促進や人口流出の防止等に努めてまいります。

次に、ふるさと納税の推進について、であります。

昨年度、収入の確保、地域の活性化、職員の人材育成を図る

取り組みとして、若手職員による「ふるさと納税推進プロジェク

トチーム」を設置いたしました。

寄付者を本市の応援団として位置づけ、地域商店等とのタイ  

アップによる特産品や優待サービスの提供を柱とした「美しいふ

るさと応援団プロジェクト」の提案があり、本年度は、この計画

を実践に移すよう指示いたしております。

現在、７月からの新たなふるさと納税推進制度の運用を目指

し、協力商店の募集などの活動を展開中であります。

次に、政策課題の推進方針について、であります。

　政策的な重要課題につきましては、昨年度に引き続き、政策推
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進会議で、課題解決に向けた企画調整や進行管理を実施してまい

ります。

本年度は、「はくい再生プログラム」を中心に、地域防災体

制の強化や羽咋中学校整備、企業誘致、宅地造成、観光交流施

設

整備および組織機構や職員定員管理の見直しなどを重要テーマと

位置づけ、庁内はもとより、関係団体との情報共有や連携を図り

ながら、精力的に取り組んでいく所存であります。

また、プロジェクトチームにつきましては「世界農業遺産

を活かしたまちづくり方策」について、新たにチームを設置し 、

具体的かつ実践的な検討を進めてまいります。

　次に、まちづくり懇談会について、ご報告いたします。

　先月、１１公民館において、まちづくり懇談会を開催し、多く

の市民の方に本市の財政状況をはじめ、急速に進む人口減少と  

少子高齢化社会への対応策など、「はくい再生プログラム」を中

心に、今後の施策方針などについて説明させていただきました。

懇談会では、人口減少に対する危機感から、働く場の確保や

子育て、高齢者福祉施策に対する期待や要望、地震・津波・原子

力の防災対策など市政運営に対するご提言や、それぞれの地域課

題に関する貴重なご意見、ご要望をお寄せいただきました。

特に、市民の暮らしに直結する切実な要望として「羽咋病院

の産婦人科医の常勤化」や「るんるんバスの利便性の向上」など
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についてのご質問が多くあり、これらの声をしっかりと受け止め、

実現にむけて、努力してまいりたいと考えております。

以上申し述べまして、提出案件の説明に入ります。

　今議会に提出いたしました案件は、予算案１件、条例案２件、

その他２件、報告１０件の合計１５件であります。

議案第３５号　平成２４年度羽咋市一般会計補正予算第１号

について、ご説明いたします。

今回の補正のうち、歳出では、コミュニティ助成事業、農地

制度実施円滑化事業等の追加補正をはじめ、市道富永９８号線改

良事業など社会資本整備総合交付金事業、中小企業等融資制度運

営事業、邑知中学校改修事業などの増額補正が主なものでありま

す。

歳入では、各種事業の追加に伴う国県支出金、諸収入、市債

などを増額いたしました。

また、不足分は財政調整基金からの繰入により、収支の均衡

を図った次第であります。

これにより、歳入歳出それぞれ４，４９８万４千円を追加し、

予算総額を１１１億１９８万４千円に定めようとするものであり

ます。
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議案第３６号　羽咋市印鑑条例等の一部改正につきましては、

外国人登録法の廃止及び住民基本台帳法の一部改正に伴い、関係

条文の整備を行おうとするものであります。

議案第３７号　羽咋市税条例の一部改正につきましては、地

方税法の一部を改正する法律および関係政省令が、平成２３年１

２月２日に公布されたことに伴い、羽咋市税条例の一部を改正す

るものであります。

改正の主な内容は、退職所得の分離課税に係る所得割の税額

控除の廃止および市たばこ税の税率の改正ならびに個人市民税に

係る均等割の税率の改正であります。

議案第３８号　石川県後期高齢者医療広域連合規約の変更に

つきましては、外国人登録法の廃止及び住民基本台帳法の一部改

正に伴い、規約を変更しようとするものであります。

議案第３９号　市道路線の廃止及び認定につきましては、酒

井・本江地区で実施しています県営ほ場整備事業に伴う路線の廃

止及び認定が７件であります。

報告第１号　損害賠償額の決定の専決処分の報告につきまし

ては、公用車による交通事故に伴う損害賠償額が決定したので、

地方自治法の規定により報告するものであります。
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報告第２号　平成２３年度羽咋市一般会計補正予算第１０号

の専決処分の報告につきましては、歳出では、緊急雇用創出事業、

生活保護事業、介護保険特別会計繰出金の減額をはじめ、一般行

政費および各種事業費の決算を見込んだ調整を行ったほか、公債

費の後年度負担の対応、ならびに羽咋中学校整備など大型事業の

財源確保の観点から、減債基金、まちづくり基金への積立金を増

額いたしました。

歳入では、市税及び特別交付税の増額を行う一方、退職手当

基金、減債基金からの繰入金の減額が主なものであります。

これにより、予算総額を１０５億８，９０４万４千円に定め

たものであります。

報告第３号から報告第６号までは、平成２３年度の各特別会

計の補正予算の専決処分を行ったものであり、いずれも決算を見

込んでの調整であります。

報告第７号　羽咋市税条例の一部を改正する条例の専決処分

の報告につきましては、地方税法の改正に伴うものであり、平成

２４年４月１日に施行されることから専決処分を行ったものであ

ります。

主な内容は、申告手続きの簡素化および土地に係る負担調整

措置の現行制度の継続ならびに一般社団・財団法人に係る固定資
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産税の非課税措置の追加であります。

報告第８号　羽咋市国民健康保険税条例の一部を改正する条

例の専決処分の報告につきましては、地方税法の改正に伴うもの

であり、平成２４年４月１日に施行されることから専決処分を行

ったものであります。

内容は、国民健康保険税の所得割を賦課する場合において、

被災居住用財産の敷地を譲渡した場合、譲渡所得の課税の特例と

なる譲渡期限を３年から７年に延長するものであります。

報告第９号　平成２３年度羽咋市一般会計予算繰越明許費  

繰越計算書につきましては、平成２３年度予算の一部を平成２４

年度に繰り越したことについて、地方自治法施行令の規定により

報告するものであります。

報告第１０号　法人の経営状況の報告につきましては、羽咋

市土地開発公社の経営状況について、地方自治法の規定により報

告するものであります。

　以上をもちまして、提出いたしました全案件の説明を終わりま

す。

詳細につきましては、質疑、質問あるいは各常任委員会にお

いて、ご説明いたしたいと存じます。
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何とぞ、よろしくご審議の上、適切なるご決議を賜りますよ

うお願い申し上げます。
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